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1. 概要 

一部の水中構造物について，今回工認の基準地震動Ｓｓで耐震性の評価を実施した場合，

厳しい評価となることが分かった。そこで，今回工認では，発生応力の算出において，水と

構造物の相互影響を精緻に評価するため，排除水質量の考慮による応答低減の効果を織り込

んで，評価を実施する。 

 

2. 水中構造物の耐震計算における質量条件の考え方 

付加質量及び排除水質量の定義は，以下のとおりである。 

（1）付加質量 

構造物が流体中で振動する場合において，あたかも質量が増加したような傾向（付加

質量効果）を示すことから，流体による付加質量効果を模擬するための機器の形状によ

り定まる仮想質量 

 

（2）排除水質量 

機器が流体中にある場合に，機器の形状により排除する流体の質量 

 

上記(1),(2)の質量の概念は，後述する(2.2-1)式から展開する考え方であり，「原子力発

電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版」の立形ポンプの例で引用されてい

る二重円筒モデルの考え方によるものと同じ式で表される。なお，先行プラントにおいても，

上記の考え方を用いている。 

以下に，水中構造物の耐震計算における水の影響について，付加質量及び排除水質量の考

え方を示す。 

 

2.1 付加質量について 

構造物が流体中で振動する場合，構造物－流体間の相互作用により水中構造物は，流体

の影響により，固有振動数及び応答が低下する。このような現象を理解するため，付加質

量の概念が一般に用いられる。流体中にある物体が加速度を受けて運動する場合，構造物

は流体を押し退けて進むことになり，流体を排除するのに必要な力𝐹𝑊が作用する。 

 

𝐹𝑊は，加速度𝛼に比例し， 

    𝐹𝑊 = 𝑚𝑉 ⋅ 𝛼 (2.1-1) 

     𝑚𝑉：構造物の形状等によって決定される質量（付加質量） 

で表される。 
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また，周囲に流体が存在しないとした場合に，質量𝑀の物体に加速度𝛼を与えるため

に必要な力𝐹𝑆は， 

    𝐹𝑆 = 𝑀 ⋅ 𝛼 (2.1-2) 

で表される。 

したがって流体中の場合，同一の加速度を与えるために必要な力𝐹は，上述の力の和

として下記にて表せる。 

    𝐹 = 𝐹𝑆 + 𝐹𝑊 = (𝑀 + 𝑚𝑉) ⋅ 𝛼 (2.1-3) 

(2.1-3)式は，同一の加速度を与えるために流体中においては，あたかも質量が𝑚𝑉だ

け増加したような傾向を示すことを意味しており，𝑚𝑉を付加質量と呼び機械工学便覧

（参考文献(1)）やＡＳＭＥ「Table of Hydrodynamic Mass Factors for Translational 

Motion」（以下「ＡＳＭＥテーブル」という。）で構造物の形状ごとに，この付加質量を

算出する方法がまとめられている。各種断面形状における機械工学便覧の抜粋を表

2.1-1に，長方形断面におけるＡＳＭＥテーブルの抜粋を表 2.1-2 に示す。 
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表 2.1-1 機械工学便覧（抜粋） 
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表 2.1-2 ＡＳＭＥテーブル（抜粋） 
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2.2 付加質量及び排除水質量の概念 

(1)二重円筒モデル

水中構造物の耐震設計においては，前述のように付加質量を求めて計算するが，その考

え方は，参考文献(2)において，二重円筒の流体連成振動のモデルとして説明されている。

二重円筒モデルを図 2.2-1 に示す。ここで，二重円筒の間に流体が存在する系の振動は，

(2.2-1)式にて表すことができ，付加質量の定義式から内筒の排除水質量については，

(2.2-2)式にて表すことができる。 

なお，𝑀11, 𝑀12, 𝑀22は Fritzの論文（参考文献(3)）に基づき算出される。 

([
𝑀1 0
0 𝑀2

] + [
𝑀11 𝑀12

𝑀21 𝑀22
]) [

�̈�1

�̈�2
] + [

𝑘1 0
0 𝑘2

] [
𝑥1

𝑥2
] = 0 (2.2-1) 

ここに 

𝑀1, 𝑀2 ：内筒及び外筒の質量 

𝑀11 = 𝜋𝑎2𝐿𝜌 (
𝑎2 + 𝑏2

𝑏2 − 𝑎2
)  ：内筒の自己付加質量 (2.2-1a) 

𝑀12 = 𝑀21 = −2𝜋𝑎2𝐿𝜌 (
𝑏2

𝑏2 − 𝑎2
)  ：相互影響による付加質量 (2.2-1b) 

𝑀22 = 𝜋𝑏2𝐿𝜌 (
𝑎2 + 𝑏2

𝑏2 − 𝑎2
)  ：外筒の自己付加質量   (2.2-1c) 

 
 
 

 
 

図 2.2-1 二重円筒モデル 

＝内筒の外半径

＝外筒の内半径 

＝内筒，外筒の絶対加速度 

＝内筒，外筒の相対変位 

＝内筒，外筒の剛性 

＝内筒および外筒の長さ 

＝流体の密度 

�̈�1, �̈�2 

𝑥1, 𝑥2 

𝑘1, 𝑘2 
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ここで，上記の式の定義により，二重円筒の外筒が内筒に対して十分に大きいとする

と，(2.2-1a)式及び(2.2-1b)式は下式になることから，𝑀11 + 𝑀12は(2.2-2)式となる。 

𝑀11 = 𝜋𝑎2𝐿𝜌 (2.2-1a’) 

𝑀12 = −2𝜋𝑎2𝐿𝜌 (2.2-1b’) 

𝑀11 + 𝑀12 = −𝜋𝑎2𝐿𝜌 (= −𝑀𝑑) (2.2-2) 

(2.2-2)式は，内筒の排除水質量に相当する。これを−𝑀𝑑と表現する。 

(2)二重円筒モデルの拡張

「原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版」の立形ポンプの例

において，「なお，バレルがない立形斜流ポンプの場合には，d2 を無限大にして用いる。」

（d2は図 2.2-1 の外筒内側直径 2b に相当）とあり，これはポンプと取水槽壁（一般に矩

形）との間の広い流体部分に対して，二重円筒モデルを適用することに相当する。この例

において，このような取り扱いが可能であるのは，理論の前提である「①相対変位は微小

である。②軸方向流れは無視できる。③ポテンシャル流れである。」を逸脱しないためで

ある。同様に，矩形ラックや矩形プールからなる体系の場合も理論の前提を逸脱しない。 

また，排除水質量は，二重円筒モデルの(2.2-2)式のとおり，単に機器体積と流体密度

の積であることから，内筒をラック，外筒をプールとみなすことで矩形ラックや矩形プー

ルの場合にも応用が可能である。

2.3 構造物に加わる力 

  付加質量及び排除水質量を用いて，構造物に加わる力を求める。 

 を地震による入力加速度とすると 

�̈�1 = �̈�𝑔 + �̈�1 

�̈�2 = �̈�𝑔 + �̈�2 

これを用いて，(2.2-1)式は以下に書き換えられる。 

[
𝑀1 + 𝑀11 𝑀12

𝑀21 𝑀2 + 𝑀22
] [

�̈�1

�̈�2
] + [

𝑘1 0
0 𝑘2

] [
𝑥1

𝑥2
] = − [

𝑀1 + 𝑀11 + 𝑀12

𝑀2 + 𝑀21 + 𝑀22
] �̈�𝑔 (2.3-1) 

ここで，外筒の剛性が非常に大きい場合には，𝑥2 = 0となり，(2.3-1)式は下式のよう

に書き換えられる。 

(𝑀1 + 𝑀11) ⋅ �̈�1 + 𝑘1𝑥1 = −(𝑀1 + 𝑀11 + 𝑀12) ⋅ �̈�𝑔      (2.3-2) 

上記(2.3-2)式は，水中において質量(𝑀1 + 𝑀11)の振動は，外筒からの相互影響による

付加質量𝑀12の影響を受けて，加振されていることを表している。 

ここで，(2.3-2)式の右辺質量を左辺と同様に(𝑀1 + 𝑀11)で代表して，これを補正する

ために，右辺について比率𝛽を用いて書き換えると(2.3-3)式を得る。 

(2.3-3)式は，気中において質量(𝑀1 + 𝑀11)が地震加速度の𝛽倍に低減された入力で，

�̈�2ｇ
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振動することと同様であると考えることができる。 

(𝑀1 + 𝑀11) ⋅ �̈�1 + 𝑘1𝑥1 = −𝛽 ⋅ (𝑀1 + 𝑀11) ⋅ �̈�𝑔  (2.3-3) 

この係数𝛽は各質量を用いて下式で与えられ，これを低減係数と呼ぶこととする。 

  𝛽 =
𝑀1 + 𝑀11 + 𝑀12

𝑀1 + 𝑀11
(2.3-4) 

ここで，(2.2-2)式より， 

  𝛽 =
𝑀1 − 𝑀𝑑

𝑀1 + 𝑀11
(2.3-5) 

と表される。よって，(2.1-3)式の𝛼は𝛽倍に応答低減されることから，(2.3-5)式を用いて

構造物に加わる力Ｆとして下記(2.3-6)式が得られる。 

𝐹 = (𝑀1 + 𝑀11) {
𝑀1 − 𝑀𝑑

𝑀1 + 𝑀11
𝛼} = (𝑀1 − 𝑀𝑑)･𝛼 (2.3-6) 

一方，固有振動数については，(2.3-3)式から水中の場合が求められ，気中の場合につ

いては自己付加質量𝑀11が無いとして下記の通り求められる。 

  水中： 𝜔𝑤

２
=

ｋ
1

𝑀1 + 𝑀11
   (2.3-7) 

  気中： 𝜔𝑎

２
=

ｋ
1

𝑀1
  (2.3-8) 

両者の比を取って整理すると固有振動数の比として下記を得る。 

𝜔𝑤

𝜔𝑎
= √

𝑀1

𝑀1 + 𝑀11
  (2.3-9) 
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2.4 固有振動数，入力加速度及び発生荷重の気中と水中との比較 

気中で振動する場合の固有振動数，入力加速度及び発生荷重と，水中で振動する場合の固

有振動数，入力加速度及び発生荷重とを比較した結果を表 2.4-1に示す。なお，付加質量を

考慮する場合（②）については，現実的に水の付加質量による慣性力を考慮していない場合

（A）と，保守的にこれを考慮している場合（B）がある。 

気中で振動する場合に比べて水中で振動する場合には，固有振動数は付加質量の効果で，

入力加速度は応答低減効果によって低下することとなり，その結果，発生荷重も低下する（表

2.4-1の比率（③／①））。 

また，水中の構造物の評価においては，付加質量を考慮する場合と付加質量及び排除水に

よる応答低減効果を考慮する場合があるため，これらの条件を比較すると，固有振動数に差

はないが，入力加速度は排除水による応答低減効果によって低下することとなり，その結果，

発生荷重も低下する（表 2.4-1の比率（③／②））。 

気中で振動する場合と水中で振動する場合の入力加速度のイメージを図 2.4-1に示す。 

表 2.4-1 気中で振動する場合と水中で振動する場合での固有振動数等の比較 

気中（①） 

水中 比率 

付加質量を 

考慮（②） 

付加質量及び排除

水による応答低減

効果を考慮（③） 

（③／①） （③／②）

固有振動数 
1

2𝜋
√

𝑘1

𝑀1

1

2𝜋
√

𝑘1

𝑀1 + 𝑀11

1

2𝜋
√

𝑘1

𝑀1 + 𝑀11

√
𝑀1

𝑀1 + 𝑀11

1.0 

構造物に対する 

入力加速度 
𝛼 

(A) 

(
𝑀1

𝑀1 + 𝑀11
) ⋅𝛼 

(
𝑀1 − 𝑀𝑑

𝑀1 + 𝑀11
) ⋅𝛼 

𝑀1 − 𝑀𝑑

𝑀1 + 𝑀11

(A) 

𝑀1 − 𝑀𝑑

𝑀1

(B) 

𝛼 

(B) 

𝑀1 − 𝑀𝑑

𝑀1 + 𝑀11

発生荷重 𝐹 = 𝑀1 ⋅ 𝛼 

(A) 

𝐹 = 𝑀1 ⋅ 𝛼 

𝐹 = (𝑀1 − 𝑀𝑑) ⋅ 𝛼
𝑀1 − 𝑀𝑑

𝑀1

(A) 

𝑀1 − 𝑀𝑑

𝑀1

(B) 

𝐹 = (𝑀1 + 𝑀11) ⋅ 𝛼 

(B) 

𝑀1 − 𝑀𝑑

𝑀1 + 𝑀11

𝑀1：内筒の質量 

𝑀11：付加質量 

𝑀𝑑：排除水質量 

𝑘1：内筒の剛性 

𝛼：加速度 
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図 2.4-1 気中で振動する場合と水中で振動する場合の入力加速度のイメージ 

 

3. 付加質量の計算について 

制御棒・破損燃料貯蔵ラック（以下「ラック」という。）を例に，付加質量の計算例を示

す。 

3.1 付加質量のラックへの適用 

(1)付加質量係数の設定方法 

ラックにおける付加質量係数の設定方法を図 3.1-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-1 付加質量係数の設定方法（ＡＳＭＥと機械工学便覧の比較） 

 

注：付加質量の算出 

  図 3.1-1 のデジタル値は表 2.1-1，2.1-2の値をプロットしたものである。 

  付加質量係数を線形補間して求める場合，機械工学便覧と比較して 

  付加質量係数が大きくなるＡＳＭＥに記載の係数を準用している。 

 

  

a/b b/a 

構造物に対する

入力加速度：𝛼 

𝑀1 

𝑘1 構造物に対する 

入力加速度： 

(
𝑀1 − 𝑀𝑑

𝑀1 + 𝑀11
) ⋅𝛼 

𝑀1 

𝑘1 

容器 

入力加速度：𝛼 
入力加速度：𝛼 

気中 水中 
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(2)二重円筒モデルの矩形ラックへの適用

図 2.2-1の二重円筒モデルと比較して，矩形ラックと使用済燃料貯蔵プールからなる

体系は，流体部分が広いこと，内筒及び外筒の形状が矩形であることが相違している。

それでも，2.2(2)に示した通り二重円筒モデルの矩形ラックへの適用が可能である。 

3.2 ラック部 

(1)長辺方向

ラック長辺方向時 a＝ ㎜ 

ラック長辺方向時 b＝ ㎜ 

図 3.2-1 計算モデル図（ラック上面） 

a

b
＝0.3704 

ＡＳＭＥ テーブルより a/b＝0.5の時 付加質量係数 k1＝

a/b＝0.2の時 付加質量係数 k2＝

∴a/b＝0.3704の時 

k＝k1＋
(k2 − k1)

(0.2 − 0.5)
・(0.3704 − 0.5)

付加質量係数 k＝1.8210 

ラック高さ h1＝ ㎜ 

水の密度ρ＝1.0×10-6㎏/㎜ 3 

付加質量 mvℓ1＝k・π・ρ・a2・h1 

 ＝ ㎏ 
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図 3.2-2 計算モデル図（ラック側面） 

(2)短辺方向

ラック短辺方向時 a＝ ㎜ 

ラック短辺方向時 b＝ ㎜ 

a

b
＝2.7000 

ＡＳＭＥ テーブルより a/b＝5の時 付加質量係数 k1＝

a/b＝2の時 付加質量係数 k2＝

∴a/b＝2.7000の時 

k＝k1＋
(k2 − k1)

(2 − 5)
・(2.7000 − 5)

付加質量係数 k＝1.3250 

ラック高さ h1＝ ㎜ 

水の密度ρ＝1.0×10-6㎏/㎜ 3 

付加質量 mvs1＝k・π・ρ・a2・h1 

 ＝ ㎏ 

3.3 収納容器上部 

円形断面のためラック長辺，短辺で付加質量は同じ。 

円形断面の時 付加質量係数 k＝1.00 

収納容器径    d＝ ㎜ 

収納容器上部高さ h2＝ ㎜ 

水の密度ρ＝1.0×10-6㎏/㎜ 3 

付加質量（長辺方向）mvℓ2＝k・π・ρ・d2・h2×10 

 ＝ ㎏ 

付加質量（短辺方向）mvs2＝mvℓ2＝ ㎏ 
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3.4 収納容器上端（鉛直方向） 

収納容器 10体が装填されている場合，収納容器上端に  ㎜ (2d)の平板が 10面構

成されるが，保守的評価として，シートプレートと同じ寸法の長方形平板に置き換えて

付加質量を算出した。 

平板の時 付加質量係数 k＝1.00 

収納容器上端 a＝ ㎜ 

収納容器上端 b＝ ㎜ 

収納容器長辺 h＝2・b 

水の密度ρ＝1.0×10-6㎏/㎜ 3 

付加質量 mvz＝k・π・ρ・a2・h 

＝ ㎏ 

図 3.4-1 収納容器上端（鉛直方向）の計算モデル図（ラック上面） 

図 3.4-2 収納容器上端（鉛直方向）の計算モデル図（ラック側面） 

2b

2
a

評価上仮定した長方形平板

（ハッチング範囲：シートプレート外形寸法を収納容器上端に仮想して置き換え）

φ2d

収納容器

評価上仮定した

長方形平板

シートプレート
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3.5 全体付加質量 

(1)長辺方向：mvx＝mvℓ1＋mvℓ2＝ ㎏ 

(2)短辺方向：mvy＝mvs1＋mvs2＝ ㎏ 

(3)鉛直方向：mvz＝ ㎏ 

4. 排除水質量の計算について

4.1 ラックの質量 

(1)質量内訳

(a)ラック本体 ：mR＝ ㎏ 

(b)破損燃料（燃料集合体）：mF＝ ㎏ ( ㎏/体×10 体) 

(c)収納容器       ：mc＝ ㎏ （ ㎏/体×10 体） 

収納容器質量の内訳は以下の通り

：mc_  ＝  ㎏ 

：mc_   ＝   ㎏ 

(d)内部水１（ラックパイプ－収納容器間） ：mw1＝ ㎏ 

(e)内部水２（収納容器－燃料集合体間）  ：mw2＝ ㎏ 

(f)内部水３（ラックパイプ間） ：mw3＝ ㎏ 

(2)密度

・水 ：ρw＝1.0×10-6㎏／㎜ 3 

・SUS304  ：ρsus＝7.93×10-6㎏／㎜ 3 

・ ：ρ  ＝  ㎏／㎜ 3 

(3)破損燃料（燃料集合体）排除水体積

vF＝  ㎜ 3

(4)排除水質量内訳

(a)ラック本体体積分：mRth＝(
mR

ρsus
)・ρw＝ ㎏≒ ㎏ 

(b)破損燃料（燃料集合体）体積分：mFth1＝vF・ρw＝  ㎏ 

（10本分） mFth＝mFth1×10＝  ㎏ 

(c)収納容器体積分：mcth1＝ ＝ ㎏ 

（10本分） mcth＝mcth1×10＝ ㎏≒ ㎏ 

(d)内部水１（ラックパイプ－収納容器間）：mw1th＝ ㎏ 

(e)内部水２（収納容器－燃料集合体間） ：mw2th＝ ㎏ 

(f)内部水３（ラックパイプ間）  ：mw3th＝ ㎏ 
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(5)ラック全体排除水質量

mth＝mRth＋mFth＋mcth＋mw1th＋mw2th＋mw3th＝ ㎏ 

5. まとめ

既工認では，(2.3-5)式において排除水質量𝑀𝑑 = 0とし，安全側の評価として排除水質量

の考慮による応答低減の効果を織り込んでいなかった水中構造物の一部について，評価の精

緻化のため，付加質量及び排除水質量の両方を考慮することとした。これまで述べた通り排

除水質量の考慮による応答低減は，理論式から求められるものであることから，解析方法の

種類に係わらず適用可能であると考えられる。 

よって，一部の水中構造物の今回工認では，(2.3-5)式による低減係数𝛽を用いて，発生応

力の評価時に排除水質量の考慮による応答低減の効果を織り込んで評価を実施する。 

流体中の構造物の耐震評価における付加質量及び応答低減効果について，既工認及び今回

工認における考慮の有無を別紙１に示す。 

6. 参考文献

(1) 機械工学便覧 基礎編α２ 機械力学

(2) ASCE，2000，Seismic Analysis of Safety Related Nuclear Structures（ASCE 4-98） 

(3) R.J.FRITZ，1972，「The Effect of Liquids on the Dynamic Motions of Immersed

Solids」，Journal of Engineering for Industry.
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別紙１ 

 

 

耐震評価における水中構造物の付加質量及び応答低減効果の考慮について 

 

1. 概要 

水中構造物の耐震評価における付加質量及び応答低減効果について，既工認及び今回工認

における考慮の有無及びその手法を整理した。 

 

 

2. 既工認及び今回工認における付加質量及び応答低減効果の考慮の有無について 

 水中構造物の耐震評価における付加質量及び応答低減効果について，既工認及び今回工

認における考慮の有無及びその手法を表 1に示す。なお，付加質量及び排除水質量の定義

並びに手法は，以下のとおりである。 

 

 

付加質量：構造物が流体中で振動する場合において，あたかも質量が増加したような傾

向（付加質量効果）を示すことから，流体による付加質量効果を模擬するた

めの機器の形状により定まる仮想質量 

排除水質量：機器が流体中にある場合に，機器の形状により排除する流体の質量 

 

 

・手法 1：理論式で求めた付加質量，又は付加質量に加えて排除水質量による応答低減を

考慮して解析モデルを作成し，解析コードにより固有値解析，地震応答解析等を

行う方法 

・手法 2：解析コードの機能（Virtual Mass法：仮想質量法）を用いて，水中構造物の付

加質量の効果を考慮して解析する方法 

・手法 3：理論式で求めた付加質量，又は付加質量に加えて排除水質量による応答低減を

用いて，理論式による応力計算を実施する方法 
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表 1 既工認及び今回工認における付加質量及び応答低減効果の考慮の有無について（1/4） 

図書番号 図書名 
既工認 今回工認 既工認と今回

工認の相違点 
手法 備考 

付加質量＊1 応答低減 付加質量＊1 応答低減 

Ⅵ-2-2-1 

炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内

部構造物並びに原子炉本体の基礎

の地震応答計算書 

有 有 有 有 無 手法 1 

原子炉本体地震応答解析モデ

ルにおいて，付加質量，排除水

質量を考慮 

Ⅵ-2-3-3-2-5 

差圧検出・ほう酸水注入系配管（テ

ィーより N11ノズルまでの外管）の

耐震性についての計算書 

有 無 有 無 無 手法 1 

剛な設備であるため，今回工認

では既工認の解析結果に荷重

比等を乗じて評価 

Ⅵ-2-3-3-3-5 
ジェットポンプの耐震性について

の計算書 
有 無 有 無 無 手法 1 

剛な設備であるため，今回工認

では既工認の解析結果に荷重

比等を乗じて評価 

Ⅵ-2-3-3-3-6 
給水スパージャの耐震性について

の計算書 
有 無 有 無 無 手法 1 

剛な設備であるため，今回工認

では既工認の解析結果に荷重

比等を乗じて評価 

Ⅵ-2-3-3-3-7 
高圧及び低圧炉心スプレイスパー

ジャの耐震性についての計算書 
有 無 有 無 無 手法 1 

剛な設備であるため，今回工認

では既工認の解析結果に荷重

比等を乗じて評価 

Ⅵ-2-3-3-3-8 
低圧注水系配管（原子炉圧力容器

内部）の耐震性についての計算書 
有 無 有 無 無 手法 1 

剛な設備であるため，今回工

認では既工認の解析結果に荷

重比等を乗じて評価 

Ⅵ-2-3-3-3-9 

高圧及び低圧炉心スプレイ系配管

(原子炉圧力容器内部)の耐震性に

ついての計算書 

有 無 有 無 無 手法 1 

剛な設備であるため，今回工

認では既工認の解析結果に荷

重比等を乗じて評価 

Ⅵ-2-3-3-3-10 

差圧検出・ほう酸水注入系配管

（原子炉圧力容器内部）の耐震性

についての計算書 

有 無 有 無 無 手法 1 

剛な設備であるため，今回工

認では既工認の解析結果に荷

重比等を乗じて評価 

Ⅵ-2-3-3-3-11 
原子炉中性子計装案内管の耐震性

についての計算書   
有 無 有 有 有 手法 1  

Ⅵ-2-4-2-2 
使用済燃料貯蔵ラックの耐震性に

ついての計算書 
有(A) 無 有 有 有 手法 1 

今回工認の応力評価におい

て，排除水質量を考慮 
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表 1 既工認及び今回工認における付加質量及び応答低減効果の考慮の有無について（2/4） 

図書番号 図書名 
既工認 今回工認 既工認と今回

工認の相違点 
手法 備考 

付加質量＊1 応答低減 付加質量＊1 応答低減 

Ⅵ-2-4-2-3 
制御棒・破損燃料貯蔵ラックの耐震

性についての計算書 
有(A) 無 有 有 有 手法 3 

今回工認の応力評価におい

て，排除水質量を考慮 

Ⅵ-2-4-2-4 
燃料プール水位・温度（SA）の耐震

性についての計算書 
－ － 有 有 有 手法 1 

今回工認での新規申請対象の

機器 

Ⅵ-2-4-2-5 
燃料プール水位（SA）の耐震性につ

いての計算書 
－ － 有 有 有 手法 1 

今回工認での新規申請対象の

機器 

Ⅵ-2-5-4-1-2 
残留熱除去ポンプの耐震性について

の計算書 
有 有 有 有 無 手法 1  

Ⅵ-2-5-4-1-3 
残留熱除去系ストレーナの耐震性に

ついての計算書 
有(B) 無 有(B) 無 無 手法 1  

Ⅵ-2-5-4-1-5 
ストレーナ部ティーの耐震性につい

ての計算書 
有(B) 無 有(B) 無 無 手法 1  

Ⅵ-2-5-4-1-6 
残留熱除去系ストレーナ取付部コネ

クタの耐震性についての計算書 
有(B) 無 有(B) 無 無 手法 1  

Ⅵ-2-5-4-1-7 
残留熱除去系ストレーナ取付部サポ

ートの耐震性についての計算書 
有(B) 無 有(B) 無 無 手法 1  

Ⅵ-2-5-5-1-1 
高圧炉心スプレイポンプの耐震性に

ついての計算書 
有 有 有 有 無 手法 1  

Ⅵ-2-5-5-1-2 
高圧炉心スプレイ系ストレーナの耐

震性についての計算書 
有(B) 無 有(B) 無 無 手法 1 

残留熱除去系で代表して評価

を実施 

Ⅵ-2-5-5-1-4 
ストレーナ部ティーの耐震性につい

ての計算書 
有(B) 無 有(B) 無 無 手法 1 

残留熱除去系で代表して評価

を実施 

Ⅵ-2-5-5-1-5 

高圧炉心スプレイ系ストレーナ取付

部コネクタの耐震性についての計算

書 

有(B) 無 有(B) 無 無 手法 1 
残留熱除去系で代表して評価

を実施 

Ⅵ-2-5-5-2-1 
低圧炉心スプレイポンプの耐震性に

ついての計算書 
有 有 有 有 無 手法 1  
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表 1 既工認及び今回工認における付加質量及び応答低減効果の考慮の有無について（3/4） 

図書番号 図書名 
既工認 今回工認 既工認と今回

工認の相違点 
手法 備考 

付加質量＊1 応答低減 付加質量＊1 応答低減 

Ⅵ-2-5-5-4-1 
原子炉隔離時冷却系ストレーナの

耐震性についての計算書 
－ － 有(B) 無 有 手法 1 

今回工認での新規申請対象の

機器 

Ⅵ-2-5-7-1-3 
原子炉補機海水ポンプの耐震性に

ついての計算書 
有 有＊2 有 有＊3 有 手法 1  

Ⅵ-2-5-7-2-3 
高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ

の耐震性についての計算書 
有 有＊2 有 有＊3 有 手法 1  

Ⅵ-2-5-6-1-4 
ストレーナ部ティーの耐震性につ

いての計算書 
－ － 有(B) 無 有 手法 1 

今回工認での新規申請対象の

機器 

Ⅵ-2-6-5-1 
中性子源領域計装／中間領域計装

の耐震性についての計算書 
有(B) 無 有(B) 無 無 手法 1  

Ⅵ-2-6-5-2 
出力領域計装の耐震性についての

計算書 
有(B) 無 有 有 有 手法 1  

Ⅵ-2-9-2-3 
ベント管の耐震性についての計算

書 
無 無 無 無 無 － 

一部水没するダウンカマ，ベ

ントヘッダと一体モデルで解

析のため対象とした。 

Ⅵ-2-9-4-2 
ダウンカマの耐震性についての計

算書 
無 無 有(B) 無 有 

手法 1 

手法 2 

はり要素では手法 1，シェル

要素では手法 2にて付加質量

を考慮している。 

Ⅵ-2-9-4-3 
ベントヘッダの耐震性についての

計算書 
無 無 有(B) 無 有 手法 2  

Ⅵ-2-10-2-11 

隔離弁，機器・配管

の耐震性についての

計算書 

循環水ポンプ － － 有 有＊3 有 手法 1  

ＴＳＷポンプ － － 有 有＊3 有 手法 1  

Ⅵ-2-10-2-16 
取水槽水位計の耐震性についての

計算書 
－ － 有(A) 無 有 手法 1 

今回工認での新規申請対象の

機器 
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表 1 既工認及び今回工認における付加質量及び応答低減効果の考慮の有無について（4/4） 

図書番号 図書名 
既工認 今回工認 既工認と今回

工認の相違点 
手法 備考 

付加質量＊1 応答低減 付加質量＊1 応答低減 

Ⅵ-2-11-2-7-3 
チャンネル着脱装置の耐震性につ

いての計算書 
－ － 有(A) 無 有 手法 1 

今回工認での新規申請対象の

機器 

Ⅵ-2-11-2-7-5 
制御棒貯蔵ハンガの耐震性につい

ての計算書 
有(A) 無 有 有 有 手法 1 

今回工認の応力評価におい

て，排除水質量を考慮 

Ⅵ-2-11-2-7-15 
除じん機の耐震性についての計算

書 
－ － 有(A) 無 有 手法 1 

今回工認での新規申請対象の

機器 

Ⅵ-2-別添 4-3-1 
揚水ポンプの耐震性についての計

算書 
－ － 有(B) 無 有 手法 3 

今回工認での新規申請対象の

機器 

Ⅵ-2-別添 4-3-2 
管の耐震性についての計算書（地

下水位低下設備） 
－ － 有(B) 無 有 手法 1 

今回工認での新規申請対象の

機器 

Ⅵ-2-別添 4-3-3 
地下水位低下設備水位計の耐震性

についての計算書 
－ － 有(B) 無 有 手法 3 

今回工認での新規申請対象の

機器 

注記＊1：有(A)は補足説明資料 表 2.4-1 における②の(A)，有(B)は同(B)にて評価。 

＊2：コラムパイプと内側構造間は水の付加質量と応答低減を考慮し，コラムパイプと外側の水の影響は付加質量を考慮。 

＊3：コラムパイプと内側構造間は水の付加質量と応答低減を考慮し，コラムパイプと外側の水の影響は付加質量と応答低減を考慮。 




